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１ 趣旨 

 本市では、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号。以下「次世代法」

という。）及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４

号。以下「女性活躍推進法」という。）に基づき、平成２８年４月に「交野市特定事業主

行動計画」、令和３年度に「交野市特定事業主行動計画（令和３年度～令和７年度）」

（以下「旧計画」という。）を策定し、職員の仕事と子育ての両立及び女性の活躍の推進

に取り組んできました。 

 旧計画の期間が令和８年３月をもって満了し、これまでの取組状況を踏まえて、特に女

性活躍推進法の改正により、新たに制度の見直しや情報公表の充実が求められることか

ら、より一層の職員の仕事と子育ての両立及び女性の活躍の推進に取り組んでいくため、

令和８年４月、新たな「交野市特定事業主行動計画」（以下「本計画」という。）を策定

します。 

 

２ 計画期間 

 次世代法は令和１７年３月３１日まで、女性活躍推進法は令和１８年３月３１日までの

時限法であるため、本計画の計画期間は、旧計画の終期の翌日である令和８年４月１日から

令和１８年３月３１日までの１０年間とします。 

 なお、計画の途中であっても、必要に応じて内容の見直しを行います。 

 

３ 現状について 

 本市では、旧計画に基づき組織全体で継続的に職員の仕事と子育ての両立及び女性職員

の活躍を推進するための取組や条例等の改正を行ってきました。 

 

 ⑴ 採用関係 

 ① 採用試験の受験者の総数に占める女性の割合 

 令和２年度が３４．３％であったのに対し、近年は３９．５％と増加しており、特     

 に、事務職及び保健師においては女性の受験者の割合が高くなっています。他方、土木 

職、建築職、消防職等においては１割程度にとどまっています。 

年度ごとの割合は、下表のとおりです。

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

３８．７％ ３８．３％ ３９．６％ ３７．３％ ３９．５％ 
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② 採用者における女性の割合 

  年度ごとに変動が見られるものの、令和３年度から令和７年度の５年間の平均は、５４．

１％であり、男女いずれかに著しく偏ることなく採用が行われています。 

年度ごとの割合は、下表のとおりです。

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

７１．４％ ４０．０％ ７０．６％ ５２．６％ ４２．９％ 

 

 ⑵ 配置・育成・登用関係 

 ① 管理職（課長代理級以上）に占める女性職員の割合 

令和２年度は２３．３％であったのに対し、令和７年度は２３．６％とほぼ横ばいとな

っています。旧計画においては、管理職の職員に占める女性職員の割合の目標を３０％超

としており、未だ目標には到達していません。 

年度ごとの割合は、下表のとおりです。 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

２５．８％ ２７．５％ ２６．１％ ２４．３％ ２３．６％ 

 

② 職員全体の女性割合 

令和２年度が３４．９％であったのに対し、令和７年度は３６．２％であり、わずかな

がらも増加傾向にあります。 

年度ごとの割合は、下表のとおりです。 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

３４．９％ ３５．０％ ３５．６％ ３６．１％ ３６．２％ 

 

 ⑶ 継続就業及び育児に係る休業・休暇関係 

 ① 育児休業 

令和４年度より、育児休業を取得しやすい勤務環境の整備に関する措置等を定め、申出

のあった職員に対して、各種制度の周知と休業取得の意向確認のため、所属長と面談を行

っています。また、令和４年１０月に育児休業の取得回数制限が、原則２回（従前は原則

１回）まで取得が可能となったことに加え、子の出生の日から５７日間以内の育児休業

（産後パパ育休）も２回まで取得が可能となりました。 

育児休業取得率については、女性職員の育児休業取得率は１００％が続いています。男

性職員の育児休業取得率は、平成２８年度から令和２年度までの５年間の平均は３．５％

と低い状態が続いていましたが、令和６年度には６０．０％と大幅な増加傾向にあります。 

育児休業の取得期間については、女性職員は１年以上取得している職員が６割程度を占 

めているのに対し、男性職員は９割以上が６か月未満と短期間での取得となっています。 

年度ごとの割合は、下表のとおりです。 
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 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

男性 ５．６％ ４０．０％ ２７．８％ ５６．３％ ６０．０％

女性 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

  

② 部分休業 

令和７年１０月に育児を行う職員の職業生活と家庭生活の両立を一層容易にするため

の制度の改正が行われ、部分休業の取得パターンが多様化されました。小学校就学に達す

るまでの子を養育する場合に、１日につき２時間の範囲内で取得することができるパタ

ーンに加え、新たに１年につき１０日相当の期間の範囲内で取得するパターンが新設さ

れ、いずれかの取得パターンを選択して取得できるようになりました。また、以前は取得

することができる時間帯が、勤務時間の始め又は終わりに限定されていましたが、この取

扱いも廃止されました。 

部分休業の取得人数については、令和２年度は３名でしたが、令和６年度には７名とな

っており、近年増加傾向にあります。 

  年度ごとの取得人数は、下表のとおりです。 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

３名 ２名 ２名 ５名 ７名 

 

③ 配偶者出産補助・育児参加休暇 

職員の配偶者が出産する場合に、取得可能期間内において最大７日間の配偶者出産補

助・育児参加休暇を取得することが出来ます。 

令和４年１０月より、取得可能期間の終期を出産の日以後１年を経過する日までに拡

大しました（従前は、産後８週間）。また、令和７年４月より、会計年度任用職員の取得

要件 について、「６か月以上の任期が定められている又は６か月以上継続勤務している」

という要件を廃止しました。 

配偶者出産補助・育児参加休暇取得割合については、年度ごとに変動がみられるものの、

令和２年度から令和６年度の５年間の平均は６４．９％となっておりそのうち５日以上

の取得割合は５０％となっております。令和３年度においては目標を達成しました。 

年度ごとの割合は、下表のとおりです。 

  Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

取得率 ６１．１％ １００．０％ ４４．４％ ４３．８％ ９０．０％ 

取得日数 

５日未満 
３人 ８人 ７人 ２人 ５人 

取得日数 

５日以上 
８人 ７人 １人 ５人 ４人 
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 ④ 出生サポート休暇等 

令和４年１月より、不妊治療に係る通院等の際に取得が可能な出生サポート休暇を新

設しました。また、令和７年４月より、子の看護休暇の取得要件のうち、対象となる子の

範囲及び取得事由の拡大など、職員が仕事と子育ての両立ができるよう制度改正を行っ

てきました。  

 

 ⑷ 長時間勤務関係 

① 時間外勤務 

平成３１年４月に例規改正により時間外勤務を命ずることができる時間数について、

他律的な業務の比重の高い部署を除いては１か月につき４５時間以下、１年につき３６

０時間以下という上限を設けました。 

職員１人１月あたりの時間外勤務時間数については、令和４年度からほぼ横ばいとな

っています。 

年度ごとの１人１月あたりの時間外勤務時間数及び月４５時間超の時間外勤務者数は、

下表のとおりです（他律的な業務の比重の高い部署含む）。 

〇市長部局 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

１人１月あたり

の時間外勤務時

間数 

８．１時間 ９．７時間 ７．９時間 ７．９時間 ７．７時間

月４５時間超の 

時間外勤務者数 
７４名 １０２名 ５６名 ５３名 ７５名 

 

〇その他部局 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

１人１月あたり

の時間外勤務時

間数 

１３．９ 

時間 
８．０時間 ７．６時間 ７．９時間 ７．９時間

月４５時間超の 

時間外勤務者数 
４３名 ２２名 １７名 １６名 ２０名 

 

② ノー残業デー 

週１日のノー残業デーを設定し、時間外勤務の縮減に取り組んでおります。現状、実施

率は１００％には達しておらず、特定の部署に長時間勤務の職員が偏っている傾向が続

いています。 

なお、令和４年５月から、一部の部署において業務用ＰＣの強制シャットダウンシステ
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ムを導入し、より制度の実効性を高めることに努めております。 

  年度ごとの割合は、下表のとおりです。 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

９６．３％ ９５．３％ ９６．１％ ９６．３％ ９６．０％ 

 

 ⑸ 職場環境関係 

  交野市では、セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント及び妊娠・出産・育児・

介護に関するハラスメントについて、予防・対策を進めるために、令和２年９月に「交野

市職員ハラスメント防止指針」を策定しました。令和４年１月に出生サポート休暇の新設

等に伴い、同指針の一部改正を行う等、必要に応じて都度改正を行ってきました。 

取組としては、令和７年度に全職員向けにハラスメント防止研修の実施。心の健康相談

室に加え、令和７年７月よりハラスメント外部相談窓口の設置。その他、同年１２月の「ハ

ラスメント撲滅月間」において集中的な広報・啓発を行いました。 

また、令和７年１２月に「交野市職員による不正な行為等に関する第三者調査委員会設

置条例」が制定され、必要に応じて第三者調査委員会による調査等を行う環境が整備され

ました。 

今後も、ハラスメントのない働きやすい職場環境づくりに取り組んでいきます。 

 

４ 目標 

 計画の終期である令和１７年度を目途とし、以下の目標を設定します。 

① 管理職に占める女性職員の割合を、３０％を超えるようにする。 

 ② 男性職員の２週間以上の育児休業取得率を８５％以上にする。 

 ③ 配偶者出産補助・育児参加休暇の取得率を１００％にし、取得日数は５日以上にする。 

 ④ ノー残業デーの実施率を１００％にする。 

 

５ 今後の取組 

 上記目標の達成に向けて、次のことに取り組みます。 

 

 ⑴ 研修の実施 

  仕事と子育ての両立に向けた職場理解の促進に向けて、管理職向け研修等においてワ

ークライフバランスに関する内容を充実させます。また、女性職員のキャリアアップ促進

に向けて、全職員に公平に研修受講の機会を提供します。 
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 ⑵ 職員の育児休業及び配偶者出産補助・育児参加休暇等の取得促進 

  男女を問わず職員が仕事と子育てを両立できるよう所属長と面談を行い、育児休業及

び配偶者出産補助・育児参加休暇の制度周知を図り、制度を利用しやすい職場環境づくり

に努めます。 

  また、子どもが生まれた職員に対して、育児休業及び配偶者出産補助・育児参加休暇等

に関する諸制度について説明を行い、取得を促します。 

 

 ⑶ ノー残業デーの実施徹底 

  週１日のノー残業デーについては、原則として、時間外勤務を命じないこととし、ノー

残業デーに時間外勤務を命じる場合は、別の曜日にノー残業デーを振り替えるよう努め

ることとします。 

  なお、令和４年５月から、一部の部署において業務用ＰＣの強制シャットダウンシステ

ムの運用を行っており、継続して制度の実効性を高めていきます。 

 

 ⑷ ハラスメントのない職場環境づくり 

ハラスメント防止研修を実施し、心の健康相談室及びハラスメント外部相談窓口の積

極的な周知を行い、有効に活用し、引き続きハラスメントのない働きやすい職場環境づく

りに取り組みます。 

 

６ 実施状況の公表 

 年１回、市ホームページにおいて次の項目を公表します。 

 ① 採用した職員に占める女性職員の割合 

 ② 採用試験の受験者の総数に占める女性の割合 

 ③ 職員全体に占める女性職員の割合 

 ④ 管理職に占める女性職員の割合・各役職段階に占める女性職員の割合 

 ⑤ 職員の男女別平均勤続年数 

 ⑥ 男女別の育児休業取得率及び取得期間の分布状況 

 ⑦ 男性職員の配偶者出産補助・育児参加休暇の取得率及び合計取得日数の分布状況 

 ⑧ 職員の男女の給与の額の差異 

 ⑨ 管理的地位にある職員以外の職員一人当たりの一月当たりの正規の勤務時間を超え

て命じられて勤務した時間 

 


